（様式１）
	受付番号
	
	


平成20年度「健康関連ビジネスモデル推進事業」公募申請書
※□印には該当するところにチェックマークを入れてください。
	申請者（代表団体）
	名　　　称
代表者氏名
	(代表者氏名は役職も記載してください)
	住

所
	〒


	
	団体の概要
	TEL （　　　－　　　－　　　　）　　　FAX （　　　－　　　－　　　　）

	
	
	業　種
	
	従業員
	　　　　　　人

	
	
	資本金又は出資金
	　　　　　　　千円
	年間売上高
	　　　　　　　　　千円

	
	
	主力商品･得意技術
	
	創業年
	    年　　月

	事業テーマ
	　（事業内容を表現する適切な名称を記載してください。）

	事業区分
	　□地域モデル枠　□異業種企業連携枠　□売れる仕掛けづくり枠

	希望する

補助事業期間
	　 □　１年間に限り補助を希望　　　□２年続けて補助を希望

	プロジェクト

責任者
	氏名(ふりがな)：
所属部署名：
役　　　職：
	TEL:
FAX:
E-mail:

	
	
	

	連絡担当者
	氏名(ふりがな)：（プロジェクト責任者と
所属部署名：　同一でも構いません）
役　　　職：
	TEL:
FAX:
E-mail:

	事業の概略
	（目的、事業の内容、セールスポイント、見込む成果について要約して記載してください。）



	補助事業期間

で期待される

成　　果
	

	連携参加団体
(代表団体を

除いて列記)
	　団体数　　　　　


	補助金の交付を
受けた実績又は

申請する予定
	（過去５年間に補助金の交付を受けた実績及び本実施テーマに関わる内容で当該年度の他の補助金への申請(予定)（国含む。）の状況を記入してください。）

	
	

	
	

	 eq \o\ad(事業の日程,　　　　　　　)
	   開始予定　平成　　年　　月　　日　　　　完了予定　平成　　年　　月　　日


	年度
	事業に要する全経費
	補助対象経費
	補助金交付期待額

	２０
	円
	円
	円


事業計画書 

	１　連携体の概要

	（１）代表団体の財務データ

売上高（千円）

経常利益（千円）

自己資本（千円）

前々期末
／　期
前期末
／　期

今期末(見込み)

　　／　期

（２）連携参加者の概要（代表団体を含む。）

NO.

名　　　称

大企業・

中小企業の別

 上段:所在市町村

 下段:業　種

連携体での役割

１

　　　　

２

　　　　

３

　　　　

４

　　　　

５

　　　　

６

　　　　

（３）外部の協力者

　◆外部企業・機関

NO.

名　　　称

所在市町村

委託する(協力を受ける)業務内容




事業計画書
	２　事業の内容

	（１）

　事業の背景

(現状と課題)


	

	（２）

事業の目的
	

	（３）

実施内容
	

	（４）

競合する事業者、事業分野との比較・相違点

	（既存の他の事業との相違点等から本事業の特徴を記述してください。）


　＊　用紙が足りない場合は、コピー又は適当な用紙を追加して用いても構いません。

事業計画書

	３　成果の事業化計画

	（１）

顧客層の設定

顧客ニーズ


	（想定される主な顧客層及びその数の設定）

	（２）

期待される

成果と

売上目標
	

	（３）

事業化への

シナリオ
	（マーケット戦略、成果のフォローアップ体制など、事業化し、売上目標を達成するためのシナリオを記載する。）

	（４）

連携参加者

による利益

配分の仕組み
	

	（５）

本事業の

業績見込み


	（単位：千円）

/　月期

(今年度)

/　月期

(2年度目)

/　月期

(3年度目)

/　月期

(4年度目)

/　月期

(5年度目)

収　益

運営費用

損　益




　＊　用紙が足りない場合は、コピー又は適当な用紙を追加して用いても構いません。

事業計画書

	４　事業実施スケジュール

	（１）補助事業期間の事業スケジュール

　◆１年目事業
　　　　　　時期

実施項目
６

月
７

月
８

月
９

月
10

月
11

月
12

月
１

月
２

月
３

月
　【１年目事業までの成果】

（１年目まで達成すべき成果を記述する。）

　◆２年目事業

　　　時期

実施項目
４月
５月
６月
７月
８月
９月
10月
11月
12月
１月
２月
３月
　【２年目事業までの成果】

（２年目までに達成すべき成果を記述する。）




　＊　用紙が足りない場合は、コピー又は適当な用紙を追加して用いても構いません。

（様式２）

事業費明細書
（平成　 年度）
(1)　資金調達内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	区　　 　分
	事業に要する全経費(円)
	資金の調達先

	自　己　資　金
	
	

	借　　入　　金
	
	（借入先を記載）

	補　　助　　金
	Ａ
	新潟県

	そ　　の　　他
	
	

	合　  　　計
	
	

	



(2)　補助金相当額の手当方法

　

	区　　 　分
	補助金相当額(円)
	資金の調達先

	自　己　資　金
	
	

	借　　入　　金
	
	（借入先を記載）

	そ　　の　　他
	
	

	合　  　　計
	Ａ
	

	※　補助金は精算払いになりますので、補助金支払時まで補助金相当額の負担が必要になります。

	


　　　　　　　

(3)　資金支出内　
　

	
	
	
	
	
	単　価
	事業に要す
	 eq \o\ad(補助対象,　　　　　)
	補　助　金
	
	

	 eq \o\ad(経費区分,　　　　　)
	種　　別
	仕様
	単位
	数　量
	
	 eq \o\ad(る全経費,　　　　　)
	経　　　費
	交付申請額
	備　　考
	

	
	
	
	
	
	（円）
	（円）
	（円）
	（円）
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	　　　
	
	
	
	

	
	
	
	・できるだけ具体的に記載すること。
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	・「○○一式」といった書き方は避けること。
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	・経費区分ごとに記載すること
	
	
	

	
	
	
	
	
	・補助対象経費の１／２の範囲内になるよう補助金額を割り振ること
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	購入予定先を記載すること
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	・「地域モデル枠」は８頁、「異業種企業連携枠」は９頁、「売れる仕掛けづくり枠」は10頁の経費区分によること
	
	

	
	・経費区分ごとに小計欄を設けること
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　注）経費区分ごとに小計を設けること。用紙は複数になっても構いません。
◆「事業費明細書」記載上の注意
１．「(1)　資金調達内訳」の合計と「事業に要する全経費」の合計とが一致するように記載してください。
２．「種別」とは、原材料名、構築物名、機械装置名等それぞれの品名、調査名、手段、内容等をいいます。技術コンサルタントを受ける場合は、相手先の名称又は氏名を記載してください。「仕様」とは、それぞれの形式、性能、構造等をいいます。
３．「単位」とは、それぞれの物の算出単位をいい、㎏、㍑、缶、台、件、時間等をいいます。
４．「事業に要する全経費」とは、当該プロジェクトを遂行するために必要な経費をいい、ここでは数量に単価を乗じた額をいいます。
５．「補助対象経費」とは、「事業に要する全経費」のうちで、補助対象となる経費をいいます。
６．「補助金交付申請額」とは、「補助対象経費」のうちで、補助金の交付を希望する額で、その限度は、「補助対象経費」に補助率（１／２or１／３）を乗じた額と各事業区分の補助限度額のいずれか低い額以下になります。

７．「備考欄」には、補助対象物件の購入予定先を記載してください。
８．構築物（技術の開発・試験用の風洞、水槽、防壁等をいう。）、機械装置及び工具器具等については、購入、建造若しくは試作、改良、据付け、借用又は修繕の別を備考欄に記載してください。
　　また、機械装置及び工具器具等を自家製造する場合は、木型、鋳物、鋼材等を原材料費に計上し、その内訳を仕様の欄に記載してください。
９．補助対象経費である機械装置等には、生産用設備は含まれません。

　　また、汎用性があり、目的外使用の疑いが強いものについては、補助対象外とする場合があります。
（様式３）※「売れる仕掛けづくり枠」のみ作成・添付が必要
経営計画書（該当事業部門）

（金額単位：千円）

	
	１年前

(Ｈ19/ 月期)
	直近期末

(Ｈ20/ 月期)
	１年後

(Ｈ21/ 月期)
	２年後
(Ｈ22/ 月期)
	３年後
(Ｈ23/ 月期)

	①売上高
	
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	
	

	③売上総利益

　(①－②)
	
	
	
	
	

	④販売費及び

　一般管理費
	
	
	
	
	

	⑤営業利益
	
	
	
	
	

	⑥営業外費用
	
	
	
	
	

	⑦経常利益

　(⑤－⑥)
	
	
	
	
	

	⑧人件費
	
	
	
	
	

	⑨設備投資額
	
	
	
	
	

	⑩運転資金
	
	
	
	
	

	⑪減価償却費
	
	
	
	
	

	
	普通償却額
	
	
	
	
	

	
	特別償却額
	
	
	
	
	

	⑫付加価値額

　(⑤＋⑧＋⑪)
	
	
	
	
	

	⑬従業員数
	
	
	
	
	

	⑭一人当たり

付加価値額

　(⑫÷⑬)
	
	
	
	
	


注１：該当事業部門(または開発商品)の会計について記入すること。

注２：各種指標の算定は以下のとおり。

　　　「営業利益」　＝売上総利益（売上高―売上原価）－販売費及び一般管理費

　　　「経常利益」　＝営業利益―営業外費用（支払利息、新株発行費等）

　　　「付加価値額」＝営業利益＋人件費＋減価償却費
（様式４）
	　
	 eq \o\ad(株主等一覧表,　　　　　　　　　　　　　　　　)
	


（平成　　年　　月　　日現在）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者名　　　　　　　　　　
（株　主）
	　 eq \o\ad(株主氏名,　　　　　　　)
	　　　　住　　　　　　　所
	持株数
	 eq \o\ad(比率,　　　)
	　　 eq \o\ad(備考,　　　　　)
	

	 ㈱　○　○　○
	○○県○○市○○　○－○
	17,000
	22.16
	資本金４９，０００千円・従業員３０人
	

	 ×　×　×　×
	○○都○○市○○○○○－○
	17,020
	21.28
	
	

	 □　□　□　□
	○○都○○市○○○○－○
	10,530
	13.16
	
	

	 △　△　△　△
	○○都○○区○○○○○－○○
	10,000
	12.50
	
	

	 ○　×　□　△
	○○県○○市△△町○○－○
	5,900
	  7.38
	
	

	 □　△　×　○
	○○県○○○市○○区○－○
	5,900
	  7.38
	
	

	 ×　○　△　□
	○○○県○○市○－○
	5,790
	  7.24
	
	

	 △　□　○　×
	神奈川県○○○－○○○○
	7,160
	  8.95
	
	


　【注　意】　 eq \o\ad(株主が法人の場合は、備考欄にその法人の資本金及び従業員数を記入,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
　　　　　　　 eq \o\ad(してください。,　　　　　　　　　)
（役　員）
	　　 eq \o\ad(役員名,　　　　　　)
	　 eq \o\ad(氏名,　　　　　　)
	       住　　　所
	　　 eq \o\ad(備考,　　　　　)
	

	 eq \o\ad(代表取締役社長,　　　　　　　　　　　)
	 ○　○　○　○
	○○県○○市○○○○－○
	  代表取締役社長
　㈱△△△△
　○○○○㈱
	

	 eq \o\ad(代表取締役専務,　　　　　　　　　　　)
	 ○　△　△　△
	○○県○○市○○町○○－○
	  代表取締役専務
      同　上
	

	
	
	
	
	

	 eq \o\ad(代表取締役専務,　　　　　　　　　　　)
	 ×　□　×　□
	○○県○○○市○○－○○
	
	

	 eq \o\ad(常務取締役,　　　　　　　　　　　)
	 □　○　○　□
	○○府○○市○○○－○
	
	

	 eq \o\ad(取締役,　　　　　　　　　　　)
	 ×　×　○　○
	○○都○○区○○○○－○○
	
	

	 eq \o\ad(取締役,　　　　　　　　　　　)
	 △　○　×　□
	○○県○○市○○－○○
	
	

	
	
	
	
	


　※　 eq \o\ad(他社の役員を兼務している場合は、備考欄にその会社名及び役員名,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)を記入してください。

（様式５）

参加団体等の概要（企業・団体等の場合）
	団体・企業名
	

	代表者氏名　
	
	URL
	http://

	本社住所
	〒

	設 立 年 月
	西暦　　　　年　　月
	主 取 引 銀 行
	

	資本金
	百万円
	資 本 系 列
	

	従 業 員 数
	人
	加 盟 協 会
	

	団体・企業の沿革：

	

	

	

	

	主要役員（非常勤は役職の前に○印を記す）
	氏　    名
	役職名
	担当部門
	常勤･非常勤の別

	
	
	
	
	

	
	 
	
	
	

	
	 
	
	
	

	
	 
	
	
	

	
	 
	
	
	

	
	
	
	
	

	主　要　株　主
	株　　主　　名
	持株数
	構成比（％）
	貴社との関係

	
	
	
	％
	

	
	
	
	％
	

	
	
	
	％
	

	
	
	
	％
	

	
	
	
	％
	

	
	
	
	％
	

	事業規模
	業績（売上）　　（百万円）

	
	前々期末
/　期

	前期末
/　期
	今期末(見込み)

/　期

	
	
	
	


印





(1)資金調達内訳の補助金と


(2)補助金相当額の手当方法


の合計額は一致します。








